


・車両寄付き 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・車両移動 建屋内7班，建屋内8班 4

・車両寄付き 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・車両移動 建屋内11班，建屋内12班 4

AB 27 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内4班 2

AB 28
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設， 接
続）

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 29 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 30
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ健全性確認，内部ループ通水流量確認）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 31 ・貯槽等温度計測 建屋内3班 2

AB 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内3班，建屋内4班 4

AB 32 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内3班，建屋内7班 4

AB 33 ・貯槽等温度計測 建屋内6班 2

AB 34-1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内7班 2

AB 34-2 ・貯槽等への注水実施 建屋内3班 2

AB 35 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内10班 2

AB 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内10班 2

AB 4 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 5 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 6 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内7班 2

AB 7 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内7班 2

AB 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空気
圧力確認

建屋内7班 2

AB 9
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 42
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内43班，建屋内44班 4

AB 44 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内3班 2

AB 3
・圧縮空気手動供給ユニットからの供給，圧縮空気手動供給
ユニット接続系統圧力確認

建屋内3班 2

AB 43 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4

AB 10 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内10班 2

AB 11
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内10班 2

AB 12
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内10班 2

AB 13
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 14
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 15
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 16 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内8班 2

AB 17
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，
セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

第7.8－12図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その３）
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・車両寄付き 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・車両移動 建屋内39班，建屋内40班 4

・車両寄付き 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内41班，建屋内42班 4

・車両移動 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 17 ・膨張槽液位確認 建屋内35班，建屋内36班 4

KA 18 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班

12

KA 19 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 20 ・内部ループへの通水準備（弁隔離） 建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 22 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続
建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

KA 24 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内31班，建屋内32班
建屋内33班

6

KA 23 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 1
・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接
続，可搬型空気圧縮機起動

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班

10

KA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計又はかくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内33班，建屋内34班 4

KA 3 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内35班 2

KA 4
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかく
はん系統圧縮空気圧力確認

建屋内37班 2

KA 5-1
・水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気
圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流
量調整

建屋内37班，建屋内38班 4

KA 5-2 ・セル導出ユニット流量確認 建屋内39班，建屋内40班 4

KA 6 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース接続 建屋内38班 2

KA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量
計設置

建屋内35班，建屋内36班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

KA 8
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給

建屋内38班 2

KA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内35班，建屋内36班
建屋内38班，建屋内39班

8

29:0024:00 27:00 28:00 30:00 31:00
対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数

屋外設備
移動
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経過時間 時：分）

35:0025:00 26:00 34:00 39:0036:00 37:0032:00 33:00 38:00

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建

屋

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

第7.8-15図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その３）
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令和２年４月２８日 R3 

補足説明資料１４－１
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1. 必要な要員及び資源の算出方法

1.1 必要な要員の算出方法 

重大事故等が同時発生の対処に必要な要員は，対処に必要な延べ要員

を算出する。「地震」及び「火山」を要因とした場合の対処に必要な延べ

要員を第 1.－１図及第 1.－２図に示す。 
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補足説明資料 14－２
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1. 水源に関する評価 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策で使用する水源については,以

下のとおり 

 ・第１貯水槽の一区画※ ：約 10,000ｍ３ 

使用済燃料貯蔵プール等への注水で使用する水源については,以下のとお

り 

 ・第１貯水槽の一区画※ ：約 10,000ｍ３ 

※ 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策で使用する第１貯水槽の区

画と使用済燃料貯蔵プール等への注水で使用する第１貯水槽の区画

は，異なる区画を使用する。 

 

2. 水使用パターン 

①蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策 

  内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水に使用

した排水は，貯水槽へ戻し再利用するため消費される水量としては計上し

ない。 

  貯槽等への注水によって消費される水量は，貯槽等に内包する高レベル

廃液等の蒸発速度に対して，高レベル廃液等の沸騰までの時間余裕と冷却

コイル等への通水開始までの時間の差の積である。 

また，単位時間当たりの蒸発速度については，貯槽等に内包する高レベル廃

液等の崩壊熱(貯槽等に内包する高レベル廃液等の崩壊熱密度と溶液量の

積)を水の蒸発潜熱で除して算出する。 

   貯槽等への注水によって消費される水量 

＝蒸発速度×（冷却コイル等への通水開始までの時間 

－高レベル廃液等の沸騰までの時間余裕） 
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②使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故１）

 燃料貯蔵プール等の初期水位は，水位低警報値の水位（通常液位から

0.05ｍ低下）であることを想定しているため，燃料貯蔵プール等の水位を

通常水位まで回復するために水が必要となる。その後，燃料貯蔵プール等

の水位を維持するために使用する水量は，燃料貯蔵プール等への供給流量

と，水源使用開始から対応期間の 7 日間（168 時間）までの時間の差の積

である。 

③使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故２）

 燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいとしてスロッシングが発生した

ときに，燃料貯蔵プール等の水位を回復し，維持するために水が必要とな

る。スロッシングにより燃料貯蔵プール等の水位は通常水位から 0.80ｍ

下まで低下するため，燃料貯蔵プール等の水位を越流せき上端（通常水位

－0.40ｍ）まで回復するための水量が必要である。その後，燃料貯蔵プー

ル等の水位を維持するために使用する水量は，燃料貯蔵プール等への供給

流量と，水源使用開始から対応期間の 7 日間（168 時間）までの時間の差

の積である。 

3. 時間評価

①蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策

貯槽等への注水よって消費される水量は，合計約26ｍ３の水が必要で

ある。貯槽等への注水によって消費される各建屋での水量についての詳

細を以下に示す。 

前処理建屋                 約０ｍ３ 

分離建屋 約1.4ｍ３ 
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    精製建屋                  約2.1ｍ３ 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋      約0.2ｍ３ 

    高レベル廃液ガラス固化建屋         約23ｍ３ 

     全建屋合計                 約 26ｍ３ 

 

   事象発生から対応期間の 7 日間（168 時間）までに第１貯水槽の一区

画が枯渇することはない。 

   なお、貯槽等への注水よって消費される水量（＝凝縮水の発生量）の

詳細は、補足説明資料７－８に示すとおりである。 

 

②使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故１） 

使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故１）よって，第１貯水槽

の一区画の水量は減少する。 

使用済燃料貯蔵プール等への注水で使用する可搬型中型移送ポンプ

による水の供給開始時間は 21 時間 30 分後であり，まずは通常水位へ

の回復のため約 100ｍ３（低下液位 0.05ｍ×燃料貯蔵プール等の面積

2,000ｍ２）の水量が必要となる。その後，燃料貯蔵プール等の水位の

維持のため，必要な水量としては，蒸発量に対して保守的なる様，水

の供給開始時間である 21 時間 30 分後から対応期間の 7 日間（168 時間）

まで 10ｍ３/ｈで水を供給することを想定し，約 1,500ｍ３である。以上

から，事象発生から対応期間の７日間（168 時間）までに使用する水量

は合計約 1,600ｍ３である。 

事象発生から対応期間の 7 日間（168 時間）までに第１貯水槽の一区

画が枯渇することはない。 
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③使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故２）

使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故２）よって，第１貯水槽

の一区画の水量は減少する。 

使用済燃料貯蔵プール等への注水で使用する可搬型中型移送ポンプに

よる水の供給開始時間は 21 時間 30 分後であり，まずは通常水位への回

復のため約 800ｍ３（低下液位 0.4ｍ×燃料貯蔵プール等の面積 2,000ｍ

２）の水量が必要となる。その後，燃料貯蔵プール等の水位の維持のた

め，必要な水水量としては，蒸発量に対して保守的なる様，水の供給開

始時間である 21 時間 30 分後から対応期間の 7 日間（168 時間）まで 10

ｍ３/ｈで水を供給することを想定し，約 1,500ｍ３である。以上から，

事象発生から対応期間の７日間（168 時間）までに使用する水量は合計

約 2,300ｍ３である。 

事象発生から対応期間の 7 日間（168 時間）までに第１貯水槽の一区

画が枯渇することはない。 

4. 水源評価結果

時間評価の結果から，第１貯水槽が枯渇することはない。

また，７日間の対応を考慮すると，第１貯水槽の一区画を水源として

使用する蒸発乾固の拡大防止対策の貯槽等への注水は，合計約 26ｍ３の

水が必要となる。また，代替安全冷却水系と第１貯水槽間を循環させる

ために必要な水量は，約 3,000 ㎥である。 

第１貯水槽の一区画に，約 10,000ｍ３の水を保有することから必要水量

を確保している。このため，安定して貯槽等への注水を継続することが可

能である。 
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また，７日間の対応を考慮すると，第１貯水槽の一区画を水源として

使用済燃料貯蔵プール等への注水で必要水量としては，必要水量が多くな

る想定事故２への対処で合計約 2,300ｍ３の水が必要となる。第１貯水槽

の一区画に，約 10,000ｍ３の水を保有することから必要水量を確保してい

る。このため，安定して使用済燃料貯蔵プール等への注水を継続すること

が可能である。 
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1. 必要な燃料の算出について

重大事故等の同時発生の対処で必要な燃料は，機器の１時間当たりの燃

料消費量と燃料を必要とする機器の使用開始から対応時間 7 日間（168 時

間）までの時間の差（使用時間）の積である。 

以下に，重大事故の発生を仮定する際の条件における外的事象の地震及

び火山の影響を要因とした場合の必要な燃料を示す。 

7 日間における燃料の対応について（地震） 

地震時の軽油消費量 

必要燃料算出過程 合計 判定 

可搬型中型移送ポンプ（給水） ４台起動 

（燃料消費量は保守的に定格出力運転時を想定） 

前処理建屋 

43L/h（燃料消費量）×143h（運転時間）＝6.149ｍ３

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

43L/h（燃料消費量）×167h（運転時間）＝7.181ｍ３

高レベル廃液ガラス固化建屋

43L/h（燃料消費量）×167h（運転時間）＝7.181ｍ３

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵建屋

43L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝7.138ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 28ｍ３ 

重大事故等の

同時発生時に

必要な軽油は

合計で約 87

ｍ３である。 

軽油貯槽の容

量は約 800ｍ
３であり 7 日

間対応可能 

可搬型中型移送ポンプ（排水） ３台起動 

（燃料消費量は保守的に定格出力運転時を想定） 

前処理建屋 

43L/h（燃料消費量）×134h（運転時間）＝5.762ｍ３

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

43L/h（燃料消費量）×159h（運転時間）＝6.837ｍ３

高レベル廃液ガラス固化建屋

43L/h（燃料消費量）×152h（運転時間）＝6.536ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 20ｍ３ 

可搬型発電機 ６台起動 

前処理建屋 

18L/h（燃料消費量）×162h（運転時間）＝2.916ｍ３

分離建屋 

18L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝2.952ｍ３

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

18L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝2.952ｍ３

高レベル廃液ガラス固化建屋

18L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝2.97ｍ３

制御建屋 

18L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝2.97ｍ３

7 日間の軽

油消費量 

約 20ｍ３ 
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地震時の軽油消費量（つづき） 

必要燃料算出過程 合計 判定 
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

36L/h（燃料消費量）×147h（運転時間）＝5.292ｍ３  

 

可搬型発電機 14 台起動 

可搬型排気モニタリング用発電機 

1.3L/h（燃料消費量）×168h（運転時間）＝0.2184ｍ３ 

環境モニタリング用可搬型発電機 

2.7L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝0.4482ｍ３ 

2.7L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.4455ｍ３ 

2.7L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.4428ｍ３ 

2.7L/h（燃料消費量）×163h（運転時間）＝0.4401ｍ３ 

2.7L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.4428ｍ３ 

2.7L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝0.4482ｍ３ 

2.7L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.4455ｍ３ 

2.7L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.4428ｍ３ 

2.7L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝0.4482ｍ３ 

可搬型気象観測用発電機 

1.3L/h（燃料消費量）×163h（運転時間）＝0.2119ｍ３ 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機 

1.3L/h（燃料消費量）×162h（運転時間）＝0.2106ｍ３ 

情報把握計装設備可搬型発電機 

  1.3L/h（燃料消費量）×167h（運転時間）＝0.2171ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×160h（運転時間）＝0.208ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 5.0ｍ３ 

可搬型発電機 ９台起動 

可搬型環境モニタリング用発電機 

1.3L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝0.2158ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.2145ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.2145ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.2132ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.2132ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.2145ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.2132ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.2132ｍ３ 

1.3L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.2145ｍ３ 

 

7 日間の軽

油消費量 

約 2.0ｍ３ 

－ 
（可搬型環境

モニタリング

用発電機と環

境モニタリン

グ用可搬型発

電機は同時使

用しないこと

から，軽油消

費量の多い環

境モニタリン

グ用可搬型発

電機を軽油消

費量の積算に

使用した。） 
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地震時の軽油消費量（つづき） 

必要燃料算出過程 合計 判定 

可搬型空気圧縮機 4 台起動 

前処理建屋 

10L/h（燃料消費量）×132h（運転時間）＝1.32ｍ３ 

分離建屋 

10L/h（燃料消費量）×162h（運転時間）＝1.62ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

8L/h（燃料消費量）×167h（運転時間）＝1.336ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

10L/h（燃料消費量）×158h（運転時間）＝1.58ｍ３ 

可搬型計測ユニット用空気圧縮機 １台起動 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

33L/h（燃料消費量）×138h（運転時間）＝4.554ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 11ｍ３ 

重大事故等の

同時発生時に

必要な軽油は

合計で約 87

ｍ３である。 

軽油貯槽の容

量は約 800ｍ
３であり 7 日

間対応可能 

運搬等に必要な車両 

軽油用タンク ローリ 

2L/h（燃料消費量）×168h（運転時間）×3 台＝1.008ｍ３ 

中型移送ポンプ運搬車 

2L/h（燃料消費量）×3h（運転時間）×2 台＝0.012ｍ３ 

ホース展張車 

2L/h（燃料消費量）×6h（運転時間）×2 台＝0.024ｍ３ 

運搬車 

5L/h（燃料消費量）×13h（運転時間）×2 台＝0.13ｍ３ 

監視測定用運搬車 

9.8L/h（燃料消費量）×2h（運転時間）×2 台＝0.0392ｍ３ 

9.8L/h（燃料消費量）×1h（運転時間）×1 台＝0.0098ｍ３ 

ホイール ローダ 

20L/h（燃料消費量）×168h（運転時間）×1 台＝3.36ｍ３ 

20L/h（燃料消費量）×4h（運転時間）×2 台＝0.16ｍ３ 

けん引車 

  26L/h（燃料消費量）×8h（運転時間）×1 台＝0.208ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 5.0ｍ３ 

 

地震時の重油消費量 

必要燃料算出過程 合計 判定 
 

緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機 

411 L/h（燃料消費量）×168h（運転時間）＝69.048 ｍ３ 
 

7 日間の重

油消費量 

約 69ｍ３ 

緊急時対策建

屋用発電機の

運転に必要な

重油は約 69

ｍ３である。 

重油貯槽の容

量は約 200ｍ
３であり 7 日

間対応可能 
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7 日間における燃料の対応について（火山） 

火山の影響時の軽油消費量 

必要燃料算出過程 合計 判定 

可搬型中型移送ポンプ（給水） ４台起動 

（燃料消費量は保守的に定格出力運転時を想定） 

前処理建屋 

43L/h（燃料消費量）×143h（運転時間）＝6.149ｍ３ 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

43L/h（燃料消費量）×167h（運転時間）＝7.181ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

43L/h（燃料消費量）×167h（運転時間）＝7.181ｍ３ 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵建屋 

43L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝7.138ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 28ｍ３ 

重大事故等の

同時発生時に

必要な軽油は

合計で約 87

ｍ３である。 

軽油貯槽の容

量は約 800ｍ
３であり 7 日

間対応可能 

可搬型中型移送ポンプ（排水） ３台起動 

（燃料消費量は保守的に定格出力運転時を想定） 

前処理建屋 

43L/h（燃料消費量）×134h（運転時間）＝5.762ｍ３ 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

43L/h（燃料消費量）×159h（運転時間）＝6.837ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

43L/h（燃料消費量）×152h（運転時間）＝6.536ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 20ｍ３ 

可搬型発電機 ６台起動 

前処理建屋 

18L/h（燃料消費量）×162h（運転時間）＝2.916ｍ３ 

分離建屋 

18L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝2.952ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

18L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝2.952ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

18L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝2.97ｍ３ 

制御建屋 

18L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝2.97ｍ３ 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

36L/h（燃料消費量）×147h（運転時間）＝5.292ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 20ｍ３ 

可搬型発電機 14 台起動 

可搬型排気モニタリング用発電機 

1.3L/h（燃料消費量）×168h（運転時間）＝0.2184ｍ３ 
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火山の影響時の軽油消費量（つづき）

必要燃料算出過程 合計 判定 
環境モニタリング用可搬型発電機

2.7L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝0.4482ｍ３

2.7L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.4455ｍ３

2.7L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.4428ｍ３

2.7L/h（燃料消費量）×163h（運転時間）＝0.4401ｍ３

2.7L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.4428ｍ３

2.7L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝0.4482ｍ３

2.7L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.4455ｍ３

2.7L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.4428ｍ３

2.7L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝0.4482ｍ３

可搬型気象観測用発電機

1.3L/h（燃料消費量）×163h（運転時間）＝0.2119ｍ３

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機 

1.3L/h（燃料消費量）×162h（運転時間）＝0.2106ｍ３

情報把握計装設備可搬型発電機 

1.3L/h（燃料消費量）×167h（運転時間）＝0.2171ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×160h（運転時間）＝0.208ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 5.0ｍ３ 

可搬型発電機 ９台起動 

可搬型環境モニタリング用発電機 

1.3L/h（燃料消費量）×166h（運転時間）＝0.2158ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.2145ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.2145ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.2132ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.2132ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.2145ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.2132ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×164h（運転時間）＝0.2132ｍ３

1.3L/h（燃料消費量）×165h（運転時間）＝0.2145ｍ３

7 日間の軽

油消費量 

約 2.0ｍ３ 

－ 
（可搬型環境

モニタリング

用発電機と環

境モニタリン

グ用可搬型発

電機は同時使

用しないこと

から，軽油消

費量の多い環

境モニタリン

グ用可搬型発

電機を軽油消

費量の積算に

使用した。） 

可搬型空気圧縮機 ４台起動 

前処理建屋 

10L/h（燃料消費量）×132h（運転時間）＝1.32ｍ３

分離建屋 

10L/h（燃料消費量）×162h（運転時間）＝1.62ｍ３

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

8L/h（燃料消費量）×167h（運転時間）＝1.336ｍ３

高レベル廃液ガラス固化建屋

10L/h（燃料消費量）×158h（運転時間）＝1.58ｍ３

可搬型計測ユニット用空気圧縮機 １台起動 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

33L/h（燃料消費量）×138h（運転時間）＝4.554ｍ３ 

7 日間の軽

油消費量 

約 11ｍ３ 
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火山の影響時の軽油消費量（つづき）

必要燃料算出過程 合計 判定 

運搬等に必要な車両 

軽油用タンク ローリ 

2L/h（燃料消費量）×168h（運転時間）×3 台＝1.008ｍ３

中型移送ポンプ運搬車 

2L/h（燃料消費量）×3h（運転時間）×2 台＝0.012ｍ３

ホース展張車

2L/h（燃料消費量）×6h（運転時間）×2 台＝0.024ｍ３

運搬車 

5L/h（燃料消費量）×13h（運転時間）×2 台＝0.13ｍ３

5L/h（燃料消費量）×2h（運転時間）×7 台＝0.07ｍ３ 

5L/h（燃料消費量）×1h（運転時間）×1 台＝0.005ｍ３ 

監視測定用運搬車 

9.8L/h（燃料消費量）×2h（運転時間）×2 台＝0.0392ｍ３

9.8L/h（燃料消費量）×1h（運転時間）×1 台＝0.0098ｍ３

ホイール ローダ

20L/h（燃料消費量）×168h（運転時間）×1 台＝3.36ｍ３

20L/h（燃料消費量）×4h（運転時間）×2 台＝0.16ｍ３

けん引車 

26L/h（燃料消費量）×8h（運転時間）×1 台＝0.208ｍ３

7 日間の軽

油消費量 

約 5.0ｍ３ 

重大事故等の

同時発生時に

必要な軽油は

合計で約 87

ｍ３である。 

軽油貯槽の容

量は約 800ｍ
３であり 7 日

間対応可能 

火山の影響時の重油消費量

必要燃料算出過程 合計 判定 

緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機

411 L/h（燃料消費量）×168h（運転時間）＝69.048 ｍ３ 

7 日間の重

油消費量 

約 69ｍ３ 

緊急時対策建

屋用発電機の

運転に必要な

重油は約 69

ｍ３である。 

重油貯槽の容

量は約 200ｍ
３であり 7 日

間対応可能 
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1. 必要な資源の算出方法

(１) 容量の算出方法

電源においては，それぞれ必要な負荷を積上げるとともに，その負

荷の起動順序並びに動的負荷の起動時を考慮し評価する。 

(２) 評価結果

(ａ) 可搬型発電機 

ａ．前処理建屋可搬型発電機 

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷を積上げた結果は以下のとおり

である。動的負荷である前処理建屋の可搬型排風機の起動時容量につ

いては，電動機の起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機については，全負

荷電流の 750％）を踏まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／台×１台

×7.5＝39ｋＶＡと評価した。 

可搬型排風機の起動時を考慮しても約 55ｋＶＡであることから，

可搬型発電機の容量である約 80ｋＶＡを超えることなく給電可能で

ある。

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 
前処理建屋 

可搬型情報収集装置 
１ 15.1 15.1 15.1 

２ 可搬型排風機 １ 5.2 20.3 54.1 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
20.3 54.1 

評 価 80ｋＶＡ以下 
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ｂ．分離建屋可搬型発電機 

分離建屋可搬型発電機の電源負荷を積上げた結果は以下のとおりで

ある。動的負荷である分離建屋の可搬型排風機の起動時容量について

は，電動機の起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機については，全負荷電

流の 750％）を踏まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／台×１台×7.5

＝39ｋＶＡと評価した。

可搬型排風機の起動時を考慮しても約 55ｋＶＡであることから，

可搬型発電機の容量である約 80ｋＶＡを超えることなく給電可能で

ある。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 
分離建屋 

可搬型情報収集装置 
１ 16.0 16.0 16.0 

２ 可搬型排風機 １ 5.2 21.2 55.0 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
21.2 55.0 

評 価 80ｋＶＡ以下 

ｃ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機（精製建屋と共

用） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷を積上

げた結果は以下のとおりである。動的負荷である精製建屋及びウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋ぼ可搬型排風機の起動時容量について

は，電動機の起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機については，全負荷電

流の 750％）を踏まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／台×１台×7.5

＝39ｋＶＡと評価した。 
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可搬型排風機の１台運転中で，さらに１台が起動する場合は，約

73ｋＶＡであることから，可搬型発電機の容量である約 80ｋＶＡを

超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 
精製建屋 

可搬型情報収集装置 
１ 16.2 16.2 16.2 

２ 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋 

可搬型情報収集装置 

１ 12.4 28.6 28.6 

３ 
可搬型排風機（精製建

屋） 
１ 5.2 33.8 67.6 

４ 

可搬型排風機（ウラ

ン・プルトニウム混合

脱硝建屋） 

１ 5.2 39.0 72.8 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
 39.0 72.8 

評  価 80ｋＶＡ以下 

 

ｄ．高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷を積上げた結

果は以下のとおりである。動的負荷である可搬型排風機の起動時容量

については，電動機の起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機については，

全負荷電流の 750％）を踏まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／台×1

台×7.5＝39ｋＶＡと評価した。 

可搬型排風機の起動時を考慮しても約 53ｋＶＡであることから，

可搬型発電機の容量である約 80ｋＶＡを超えることなく給電可能で

ある。 
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（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 

高レベル廃液ガラス固

化建屋 

可搬型情報収集装置 

１ 13.5 13.5 13.5 

２ 可搬型排風機 １  5.2 18.7 52.5 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
 18.7 52.5 

評  価 80ｋＶＡ以下 

 

ｅ．可搬型排気モニタリング用発電機 

可搬型排気モニタリング用発電機に必要な負荷は以下のとおりであ

る。対象負荷の積上げは約 1.8ｋＶＡであることから，可搬型発電機

の容量である約３ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 可搬型ガスモニタ １ 0.163 0.163 0.163 

２ 
可搬型排気サンプリン

グ設備 
１ 0.66 0.823 0.823 

３ 可搬型核種分析装置 １ 0.25 1.073 1.073 

４ 
可搬型トリチウム測定

装置 
１ 0.5 1.573 1.573 

５ 
可搬型排気モニタリン

グ用データ伝送装置 
１ 0.15 1.723 1.723 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
 1.723 1.723 

評  価 ３ｋＶＡ以下 

 

ｆ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の電源負荷は以

下のとおりである。対象負荷の積上げは約 109ｋＶＡ，可搬型空冷ユ
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ニットの起動時を考慮しても約 158ｋＶＡであることから，可搬型発

電機の容量である約 200ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 可搬型計測ユニット 1 22.378 22.378 63.078 

２ 可搬型監視ユニット １ 4.907 27.285 27.285 

3 
可搬型燃料貯蔵プール

等水位計（電波式） 
１ 0.034 27.319 27.319 

４ 

可搬型燃料貯蔵プール

等水位計（エアパージ

式） 

６ 0.061 27.38 27.38 

５ 

可搬型燃料貯蔵プール

等温度計（サーミスタ

式） 

６ 0.18 27.56 27.56 

６ 
可搬型燃料貯蔵プール

等状態監視カメラ 
６ 0.209 27.769 27.769 

７ 

可搬型燃料貯蔵プール

等空間線量率計（線量

率計） 

１ 0.2 27.969 27.969 

８ 

使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋可搬型情報収集

装置 

１ 1.006 28.975 28.975 

９ 

使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋可搬型情報表示

装置 
１ 1.1 30.075 30.075 

10 代替制御室送風機 １ 5.2 35.275 69.075 

11 可搬型ガスモニタ １ 0.163 35.438 35.438 

12 
可搬型排気サンプリン

グ設備 
１ 0.66 36.098 36.098 

13 
可搬型排気モニタリン

グ用データ伝送装置 
１ 0.15 36.248 36.248 

14 
可搬型衛星電話（屋内

用） 
１ 0.26 36.508 36.508 

15 
可搬型トランシーバ

（屋内用） 
１ 0.8 37.308 37.308 

16 可搬型空冷ユニットＡ １ 2.66 39.968 39.968 

17 可搬型空冷ユニットＢ １ 21.36 61.328 114.728 

18 可搬型空冷ユニットＣ １ 21.36 82.688 136.088 

19 可搬型空冷ユニットＤ １ 21.36 104.048 157.448 
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20 可搬型空冷ユニットＥ １ 4.51 108.558 108.558 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
108.558 157.448 

評 価 200ｋＶＡ以下 

電源容量の選定に当たっては，可搬型冷却ユニットの起動電流を踏まえ，

容量を個別に積算した。 

※ 可搬型計測ユニット 定格 22.378ｋＶＡ 起動時 63.078ｋＶＡ

※ 可搬型監視ユニット 定格 4.907ｋＶＡ 起動時 4.907ｋＶＡ

※ 可搬型冷却ユニットＡ 定格 2.66ｋＶＡ 起動時 2.66ｋＶＡ

※ 可搬型冷却ユニットＢ 定格 21.36ｋＶＡ 起動時 74.76ｋＶＡ

※ 可搬型冷却ユニットＣ 定格 21.36ｋＶＡ 起動時 74.76ｋＶＡ

※ 可搬型冷却ユニットＤ 定格 21.36ｋＶＡ 起動時 74.76ｋＶＡ

※ 可搬型冷却ユニットＥ 定格 4.51ｋＶＡ  起動時 4.51ｋＶＡ 

※ 代替制御室送風機 定格 5.2ｋＶＡ  起動時 39ｋＶＡ 

ｇ．可搬型環境モニタリング用発電機 

可搬型環境モニタリング用発電機の電源負荷は以下のとおりである。

対象負荷の積上げは約 0.8ｋＶＡであることから，可搬型発電機の容

量である約３ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 
可搬型環境モニタリン

グ設備可搬型線量率計 
１ 0.3 0.3 0.3 

２ 

可搬型環境モニタリン

グ設備可搬型ダストモ

ニタ

１ 0.346 0.646 0.646 

３ 
可搬型環境モニタリン

グ用データ伝送装置 
１ 0.15 0.796 0.796 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
0.796 0.796 

評 価 ３ｋＶＡ以下 
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ｈ．可搬型気象観測用発電機 

可搬型気象観測用発電機の電源負荷は以下のとおりである。対象負

荷の積上げは約 0.8ｋＶＡであることから，可搬型発電機の容量であ

る約３ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 

可搬型気象観測設備

（風向風速計，日射

計，放射収支計，雨量

計） 

１ 0.601 0.601 0.601 

２ 
可搬型気象観測用デー

タ伝送装置 
１ 0.15 0.751 0.751 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
 0.751 0.751 

評  価 ３ｋＶＡ以下 

 

ｉ．環境モニタリング用可搬型発電機 

環境モニタリング用可搬型発電機の電源負荷は以下のとおりであ

る。対象負荷の積上げは約 2.4ｋＶＡであることから，可搬型発電機の

容量である約５ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 
環境モニタリング設備

モニタリングポスト 
１ 0.9 0.9 0.9 

２ 
環境モニタリング設備

ダストモニタ 
１ 1.5 2.4 2.4 

合  計 
（起動時は 高値を記載） 

 2.4 2.4 

評  価 ５ｋＶＡ以下 
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ｊ．制御建屋可搬型発電機 

制御建屋可搬型発電機の電源負荷を積上げた結果は以下のとおりで

ある。動的負荷である代替中央制御室送風機の起動時容量については，

社内標準に基づき電動機の起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機について

は，全負荷電流の 750％）を踏まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／

台×１台×7.5＝39ｋＶＡと評価した。 

代替中央制御室送風機を考慮しても約 52ｋＶＡであることから，

可搬型発電機の容量である約 80ｋＶＡを超えることなく給電可能で

ある。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 
制御建屋 

可搬型情報表示装置 
１ 2.1 2.1 2.1 

２ 
制御建屋 

可搬型情報収集装置 
１ 5.0 7.1 7.1 

３ 代替中央制御室送風機 １ 5.2 12.3 46.1 

４ 代替中央制御室送風機 １ 5.2 17.5 51.3 

５ 
可搬型衛星電話（屋内

用） 
９ 2.34 19.84 19.84 

６ 
可搬型トランシーバ

（屋内用） 
４ 3.2 23.04 23.04 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
 23.04 51.3 

評  価 80ｋＶＡ以下 
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k．緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機の電源負荷は以下の

とおりである。対象負荷の積上げは約 0.8ｋＶＡであることから，可

搬型発電機の容量である約３ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 可搬型線量率計 １ 0.3 0.3 0.3 

２ 可搬型ダストモニタ １ 0.346 0.646 0.646 

３ 

可搬型データ伝送装置 

（衛星本体，ＦＡＸア

ダプタ） 

１ 0.15 0.796 0.796 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 
 0.796 0.796 

評  価 ３ｋＶＡ以下 

 

l．緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機 

緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機の電源負荷は以

下のとおりである。対象負荷の積上げは約 1,200ｋＶＡであることか

ら，緊急時対策建屋用発電機の容量である約 1,700ｋＶＡを超えるこ

となく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

－ 換気設備 １ 700 700 － 

－ 情報把握設備 １ 35 735 － 

－ 通信連絡設備等 １ 165 900 － 

－ 
その他（照明，雑動力

等） 
１ 300 1,200 － 

合  計 

（起動時は 高値を記載） 

 
1,200 － 

評  価 1,700ｋＶＡ以下 
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ｍ．情報把握計装設備可搬型発電機 

情報把握計装設備可搬型発電機の電源負荷は以下のとおりである。

対象負荷の積上げは約 1.7ｋＶＡであることから，可搬型発電機の容

量である約３ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時

１
第１保管庫・貯水所可

搬型情報収集装置
１ 1.64 1.64 1.64 

合  計

（起動時は 高値を記載）
1.64 1.64 

評  価 ３ｋＶＡ以下

ｎ．情報把握計装設備可搬型発電機 

情報把握計装設備可搬型発電機の電源負荷は以下のとおりである。

対象負荷の積上げは約 1.7ｋＶＡであることから，可搬型発電機の容

量である約３ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時

１
第２保管庫・貯水所可

搬型情報収集装置
１ 1.64 1.64 1.64 

合  計

（起動時は 高値を記載）
1.64 1.64 

評  価 ３ｋＶＡ以下
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